
 令和５年度事業計画 

１．基本方針 

    少子・高齢化、核家族化の進行による地域・家庭等という生活領域における支

え合いの基盤は脆弱になってきています。また、完全終息の見えないコロナ禍に

おいて、人々の交流、就業・雇用情勢に多大な制約、制限をもたらしており、生

活困窮者の急増等大きな影響を及ぼしています。 

    さらに、今後、潜在化している生活課題も一層複雑化させ従来の制度や支援で

は対応できない個々の問題も増加してきます。 

    このような中、社会福祉協議会は地域住民、行政機関、関係機関・団体、ボラ

ンティア等のすべてが関わり、連携、支え合う仕組みづくりが一層重要であり、

様々な事業を通して生活支援、地域力向上を図っていきます。 

今年度も引き続き、４年目となる「門川町地域福祉総合計画」(第３次門川町地

域福祉計画・第５次門川町地域福祉活動計画)の施策を確実に推進し、組織体制

の強化と安定的な経営を図りながら「やすらぎと生きがいのあるみんなで創る共

生社会のまちづくり」の実現のため、地域住民の参画を基本として、役職員一丸

となって取り組んでいきます。 

 

２．重点目標 

■地区福祉推進委員活動の推進 

■介護予防事業の推進 

   ■介護保険事業、障害者総合支援事業の推進 

   ■財政基盤の強化 

 

３．事業の展開 

 １）地域福祉事業の推進 

（１）地域福祉総合計画〔第３次地域福祉計画・第５次地域福祉活動計画〕の推進 

  ・地域福祉総合計画の進行管理 

 

（２）重層的支援体制整備事業の推進 

・研修への参加及び関係機関との連携 

 

（３）地域での見守り交流活動支援 

    ①地区福祉推進委員会活動の推進 

     各地区の地区福祉推進委員会活動が充実するよう各種支援活動を行います。 

ア 地区福祉推進委員研修の実施 

     イ 地区福祉推進委員長会の開催（年２回） 



   ウ 小地域見守り活動の充実（安心カード登録者台帳更新） 

エ 活動費の助成（推進委員会活動助成、自主活動助成、年末年始事業助成） 

オ 門川町福祉推進大会の開催 

カ 福祉バス運行事業【町補助事業】 

 地区福祉推進委員会の活動支援として福祉バスの運行を行います。 

 

  ②生活支援体制整備事業の受託【町受託事業】 

   ア 生活支援コーディネーターの配置（２名） 

   イ サービス開発に関する会議の企画・運営 

   ウ 地区サロン等における買い物支援活動の推進 

   エ 生活支援ボランティア養成研修会の開催 

   オ 地域包括ケア会議への出席 

 

  ③ＩＣＴを使った地域福祉活動の推進 

   ア ＩＣＴを進めるための環境の整備  

   イ ＩＣＴを活用した事業の推進（買い物支援等の検討） 

   ウ 新たな福祉活動の情報提供（動画配信等）の実施 

 

  ④福祉情報の提供とイベントの実施 

住民への広報活動やイベントを通し、福祉意識の高揚を図ります。 

ア 第２８回福祉ふれあい祭りの開催 

イ 門川町福祉推進大会の開催【再掲】 

ウ 情報提供の充実 

 ・社会福祉協議会パンフレットの作成【新規】 

  ・社協だよりの発行（毎月発行） 

     ・町内掲示板、班回覧の活用 

     ・ホームページによる情報提供 

     ・ＦＭひゅうが出演による情報提供   

 

（４）総合相談事業の推進（ワンストップ相談窓口の設置）【町受託事業】 

住民の福祉や生活全般の課題は多種多様化しており、様々な相談に対して 

ワンストップ窓口になれるよう相談事業の充実を図ります。 

・常設相談と無料弁護士相談の開設 

 

（５）障がい者相談支援事業の推進   

   障がい児者の総合相談を開設し支援を行います。 

・相談職員配置（１名） 

・障がい児者関係機関との連携（日向市・東臼杵郡障がい者自立支援協議会等） 

・指定相談支援事業の実施 

・「障がいの理解、啓発に関する研修会」の開催 

 



（６）地域活動支援センター事業の実施 

   障がい者の方々が利用できる日中活動の場を提供し社会参加等を推進します。 

  ・地域活動支援センター開設（月曜日～金曜日 祝祭日を除く） 

・地域活動支援センター定例会議の実施 

 

（７）生きがいづくり・介護予防事業の実施 

  高齢者等に対し健康・介護予防活動の推進を図ります。 

  ①福祉バスの運行事業【再掲】 

 

  ②高齢者スポーツ活動助成 

 

（８）住民主体のボランティア活動の推進 

①ボランティアセンター事業の推進 

ア ボランティア活動に関する協議への参加 

イ 学生ボランティアの活動推進（門川中学校、門川高校） 

ウ ボランティア需給・調整・相談業務の充実 

エ ボランティア活動に関する情報提供の充実（社協だより） 

オ 行事等における託児ボランティア事業の推進 

 

  ②福祉教育の推進 

ア 社会福祉普及推進校の指定（町内小・中・高 全校） 

イ ふくし体験サポーター育成研修会の開催 

ウ 夏休みボランティア体験事業の実施 

エ 活動費助成 

オ 拡大学校運営協議会、学校運営協議会への参加 

 

  ③子ども見守りネットワーク事業の推進 

児童・生徒への安心・安全な地域づくりを目指します。 

ア 子ども見守り推進会議の開催（年１回） 

イ 子ども見守り活動の広報の充実  

ウ 登下校時の見守り活動の強化 

エ 青色回転灯装備車の巡回運行（新学期開始時、下校後等） 

 

  ④災害ボランティアに関する事業の推進 

ア 災害ボランティアに関する研修会の実施（年１回） 

イ 災害ボランティア推進協議会の開催（年１回） 

ウ 避難行動要支援者等に関する情報共有 

行政及び民生委員等と連携し、個々の避難方法の把握、災害発生時の支援 

等に関する情報を共有します。 

エ 災害ボランティアの啓発・広報 



  ⑤住民参加型在宅福祉サービスの推進 

住民相互の支えあい・たすけあい活動を支援します。 

ア 住民参加型在宅福祉サービス「たんぽぽ会」活動支援 

（家事援助、身体介助、子育て支援） 

   イ 生活支援ボランティア養成講座の開催【再掲】 

 

（９）関係機関・団体とのネットワーク形成 

①福祉団体の育成支援事業の推進 

福祉団体等の自主活動の育成・支援を行います。 

ア 事務局業務 

民生委員児童委員協議会、高齢者クラブ連合会、 

ボランティア連絡協議会、宮崎県共同募金会門川町共同募金委員会 

イ 活動費の助成（福祉団体・ボランティア等活動助成） 

 

  ②関係機関との連携及び会議の開催 

   ア 福祉施設連絡会（研修会 年１回） 

   イ 子ども見守りネットワーク推進会議【再掲】 

   ウ 災害ボランティア推進協議会【再掲】 

   エ 他市町村生活支援コーディネーターとの連携 

   オ 日向・東臼杵ブロック社協連協事業への参加 

   カ 保健・医療・福祉関係機関等のネットワーク化に向けての検討【新規】 

   キ 日向・東臼杵郡障害者自立支援協議会への参加 

 

（10）低所得者支援及び日常生活支援 

①生活困窮者自立相談支援事業【町受託事業】 

   ア 一次相談窓口業務に関すること 

   イ 生活困窮者関係機関との連携 

  

②生活困窮者に関する支援事業 

 ア フードバンク事業 

 イ 要支援者宅清掃事業 

 ウ 法外援護事業 

 エ 子ども食堂等との連携 

  

  ③門川町成年後見事業【町受託事業】 

   認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者の方等の判断能力が低下した方に対

し、法人として成年後見人、保佐人または補助人となり、その方の財産管理や身

上監護を行います。 

   ア 成年後見センターかどがわの運営 

   イ 成年後見センターかどがわ運営委員会の開催 

   ウ 人材育成（法人後見支援員の育成、専門員研修の参加） 



  ④資金貸付事業 

ア たすけあい金庫貸付事業 

イ 生活福祉資金貸付業務【県社協受託事業】 

 

⑤日常生活自立支援事業の実施【県社協受託事業・町補助事業】 

認知症・知的障がい者・精神障がい者などの判断能力が不十分な方の金銭管理等 

を支援いたします。（専門員の配置、生活支援員による生活支援） 

 

⑥福祉用具貸出事業 

 

（11）子育て支援事業の実施 

子育て家庭に対して育児及び保護者の支援を図ります。 

  ①放課後児童対策事業（児童クラブ 門川小・草川小）【町受託事業】 

校区 名 実 施場所 

門川小学校区 中央公民館  

草川小学校区 総合福祉センター 

   五十鈴小学校区は他事業所が受託 

 

  ②職員の処遇改善 

 放課後児童支援員等処遇改善臨時特例事業に基づく処遇改善を行います。 

 

（12）住民主体の障がい者支援活動の実施 

①コミュニケーション支援事業（手話通訳派遣）【町受託事業】 

 

  ②専門ボランティアの育成支援 

手話勉強会、点訳活動支援 

    

③点訳版 社協だよりの作成  



２）在宅福祉事業の推進 

高齢者、障がい児・者等で介護や援助を必要とする方々に対し、介護保険法及び障

害者総合支援法のサービス提供を通して、個人の尊厳を尊重し自立した生活ができる

よう支援します。また、各事業において、感染症対策に留意するとともに、令和６年

度の制度改正に向けて各事業の体制強化を行い、サービスの質の向上に努めます。 

それらを達成するために、職員の資質向上や業務効率化を図り、ＩＣＴの活用も積

極的に進めていきます。 

 

 （１）在宅福祉課の実施項目（共通事項） 

   ①ＩＣＴを活用した研修体制の確立 

 ＩＣＴを活用した会議等（担当者会等）を推進します。 

リモート研修を積極的に導入します。（会員制のリモート研修の実施） 

 

   ②制度改正に対応した事業の推進 

感染症対策、人権擁護・虐待防止、リスクマネジメント、身体拘束等の適正 

化などについて、研修や委員会の実施に取り組みます。 

 

   ③職員の処遇改善を目的とした加算の申請（通所介護係及び訪問介護係） 

 ア 介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、ベースアップ等支 

援加算（介護保険法） 

 イ 福祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算 

   ベースアップ等支援加算（障害者総合支援法） 

 

 （２）居宅介護支援事業の推進 

介護支援専門員は、保健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的とした

介護保険制度の理念を実現するための重要な役割を担っています。本人及び

家族の自助機能を高めつつ、近隣住民・福祉推進委員・民生委員児童委員など

の地域の福祉力をコーディネートし利用者の生活を支える助言を行います。 

 

   ①相談援助及びケアプランの作成 

    感染症蔓延期において感染症防止を十分に行い利用者の不利益にならないよ

う対策を取ります。 

 

   ②特定事業所加算の指定を受け質の高い事業を推進します。（特定事業所加算Ⅱ） 

    主任介護支援専門員の配置、他の居宅介護支援事業所との合同研修の実施、 

    困難ケースの対応など 

 

   ③ＩＣＴを活用したケアマネジメントの実施 

テレビ会議（Ｚｏｏｍ等）を活用した担当者会議の実施。 

 

 



（３）通所介護（デイサービス）事業の推進（事業実施日：月～金 但し、元日を除く） 

利用者が可能な限り自宅で自立した日常生活を送ることができるよう、孤立感の

解消や心身機能の維持、家族の介護負担軽減などを目的に実施します。それぞれ

の状態に合わせた機能訓練及び定期的な評価による訓練内容の検討を行い、身体

機能の維持・向上に取り組みます。また、利用者、職員ともに感染症防止対策を

徹底し、質の高い安全なサービスの提供に努めます。 

 

  ①通所介護の実施（要介護者対象） 

 

  ②第１号通所事業 通所型サービスの実施 

（介護予防・日常生活支援総合事業対象者・要支援対象者） 

 

  ③基準該当生活介護事業の実施（重度障がい者対象） 

    

  ④ＩＣＴを活用したサービスの提供 

テレビ会議（Ｚｏｏｍ等）の活用、記録方法の改善などに取り組みます。 

 

（４）ホームヘルプサービス事業の推進（事業実施日：３６５日） 

認知症や障害を有していても、高齢者や障がい者が住み慣れた地域で安心して生 

活ができるように、自立支援を基本としたホームヘルプサービスを実施します。

感染症の拡大防止対策を図り、滞りなくサービス提供が継続できるよう努めます。 

 

  ①訪問介護の実施（要介護者対象） 

 

  ②第１号訪問事業 訪問型サービスの実施 

（介護予防・日常生活支援総合事業対象者・要支援対象者） 

 

  ③障害者総合支援事業の実施 

   ア 居宅介護事業 

   イ 重度訪問介護事業 

   ウ 同行援護事業 

   エ 行動援護事業 

オ 移動支援事業 

 

  ④特定事業所加算の指定を受け質の高い事業を推進します（特定事業所加算Ⅱ）。 

介護保険事業は新規（令和５年４月から実施）。障害者総合支援法は継続。 

 

  ⑤ＩＣＴを活用したサービスの提供 

ＩＣＴを活用したシフト管理、テレビ会議（Ｚｏｏｍ等）や動画配信サービス 

などを活用した研修の実施。 

 



３）地域包括支援センター事業 

介護・医療・保健・福祉などの「総合相談窓口」として、高齢者が住み慣れた地

域で、生きがいを持ち、自立して暮らし続けられるよう、関係機関と連携を図って

いきます。また、心身の機能を維持するため、リハビリテーションを活かした新た

な事業を行います。 

 

（１）ＩＣＴ活用 

   ①動画配信などＩＣＴを取り入れた研修、広報活動を行います。 

   ②ＩＣＴを活用しての介護予防事業の取り組みの検討やケアマネジメントの実

施をします。 

 

（２）一般介護予防事業 

可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援します。 

    またＩＣＴの活用を含め支援します。 

①いきいき介護予防教室 

  介護予防や生活に役立つ内容の教室を実施します。 

  ア 教室メニューの広報、企画調整と開催 

    （転倒防止、認知症、口腔ケア、脱水、救命救急、介護保険制度など） 

イ スクエアステップ（活動支援と普及啓発） 

  ウ 自己管理プロジェクト（生活習慣病の予防、疾病の悪化及び再発防止を 

目的とした自己管理支援を行う） 

   

   ②介護予防チャレンジ教室 

    地区サロンや介護予防活動に関わりのない方を主な対象とし、介護予防の理 

解と生活改善の支援を行います。 

    ア １地区に対する継続的な介護予防教室の企画と開催（週１回×４週） 

    イ 介護予防活動の普及啓発と、継続的な活動の支援 

ウ 地区住民の開拓 

 

③いきいき百歳体操、かみかみ百歳体操、しゃきしゃき百歳体操 

  ア 体操の普及啓発、継続支援 

イ 効果測定と評価 

  ウ 新たな地区・グループの立ち上げ支援 

  エ 百歳体操サポーターの養成と活動支援 

  オ サポーター研修会等の企画と開催 

 

④ノルディックウォーク 

  ア 体験型教室での普及啓発 

イ 効果測定と評価 

  ウ 自主サークルの立ち上げ支援、継続支援 

  エ 出前教室・初心者向け教室の開催、活動支援 

  オ ノルディックウォーク交流イベント等の企画と開催 

 



⑤パワーリハビリテーション（通所型サービス移行の為、令和５年８月まで） 

  ア 基礎コース利用者への指導と助言、定期評価、継続支援 

    （基礎コース 新規者および２回目までの利用者：３ヶ月間の週２回利用） 

  イ 開放コース利用の継続支援※ 

    （開放コース 基礎コース修了者の自主活動の場として施設を開放） 

※９月以降のパワーリハビリの開放コースは検討中 

 

 ⑥通所型サービス（短期集中サービス）（令和５年１０月試行）【新規】 

 理学療法士や栄養士などの専門職が、メニューを作成して利用者の機能低下

（運動機能・栄養状態・口腔機能の低下）の状況に応じて、集中的にサービス 

 を提供します。 

・状態改善の達成を目指す期限（原則３ヶ月～６ヶ月程度） 

 

 ⑦介護予防大交流会 

  ・地域の介護予防自主運営参加者の情報交換 

  （百歳体操、ノルディックウォーク、スクエアステップ、パワーリハビリ） 

     表彰・交流・研修会等により、地域活動の継続と活性化を図る。 

 

⑧介護予防サポーター育成講座 

    地域における次世代の介護予防活動のサポーターの育成を支援します。 

    ・講座の企画・開催（年間６回講座） 

 

   ⑨自炊力向上チャレンジ教室 

    低栄養のリスクの高い独居高齢者等を中心に、健康的な食生活が出来るよう

になることを支援します。 

    ア 高齢者の食に関する実態把握 

    イ 低栄養改善の調理実習・レシピ作成・献立立案の支援と助言 

    ウ 各地区での低栄養改善研修の実施 

    エ 先進地での調査研究 

 

⑩介護予防活動の支援と協力 

 定期サロン、いきいきサロンの活動及びサポーターの活動支援を行います。 

・メニューの提供等、活動の活性化支援 

 ・サロン間の交流の支援、企画及び開催 

 

（３）包括的支援事業 

   関係機関及び制度の利用に繋げる等自立した生活が継続できるよう支援して

いきます。 

①総合相談支援 

ア 高齢者相談支援 

イ 地域におけるネットワークとの連携及び支援 



ウ 高齢者支援に関する情報発信 

エ 関係機関との連携 

 

②権利擁護業務 

ア 日常生活自立支援事業・成年後見制度の活用支援 

イ 高齢者虐待への対応 

ウ 消費者被害の防止 

エ 高齢者支援担い手の育成及び活動支援 

 

（４）認知症施策支援事業 

   認知症に関する正しい知識の普及・啓発および早期発見・早期対応に取り組み

ます。 

 

①認知症初期集中支援事業 

・認知症初期集中支援チームとの連携 

②認知症に関する研修会の開催 

③認知症サポーター養成講座の開催 

④認知症サポーターステップアップ講座の開催 

⑤認知症一人歩き模擬訓練の開催 

⑥徘徊ネットワーク・ＳＯＳネットワークとの連携 

⑦認知症高齢者の実態把握 

 

（５）介護保険事業 

   要支援状態になることをできる限り予防しながら、高齢者自身が地域の中で自

立した日常生活が送れるよう支援していきます。 

①介護予防ケアマネジメント業務 

②介護予防支援業務 

   ③ＩＣＴを活用したケアマネジメントの実施 （Ｚｏｏｍ・ケアライン活用） 

  



４）法人経営体制の充実 

  （１）理事会・評議員会等の充実、職員の資質向上 

    ①理事会（理事、監事）、評議員会にて、社協事業の理解を深めていき公明な 

     法人運営に努めていきます。 

    ②会計事務所及び本会監事による監査を実施し、事業の適正な運営、経営に努

めていきます。 

    ③職場内研修等を通じて職員の資質向上を図ります。 

    ④経営会議、業務調整会議により、職員の経営・組織に対する意識を高め資質 

向上に努めていきます。 

 

  （２）ＩＣＴ化推進の検討 

     本会業務のＩＣＴ化を推進していきます。 

    ①職員ワーキングチームによる検討 

    ②職員研修会の開催 

       

  （３）財政基盤の強化、経営の適正事務管理 

    ①財政基盤を強化するため、自主財源確保と経費削減を進めていきます。 

・社協会費、赤い羽根共同募金などの独自の自主財源確保の推進 

・国、県等の助成事業の活用 

・効率的な予算執行・事業の見直しによる歳出の削減 

    ②会計基準に基づいた経理規程により、適正な予算執行をおこないます。 

    ③会計事務所との委託契約により、税務・財務管理及び経営全般について適正 

な事務管理に努めます。 

    ④経営会議等において適正な経営管理をおこなっていきます。 

 

  （４）赤い羽根共同募金運動の展開 

     地域福祉活動推進の財源である「赤い羽根共同募金運動」を推進していきま

す。 

    ①宮崎県共同募金会門川町共同募金委員会事務局の受託 

    ②共同募金委員会の開催  

③共同募金運動の実施（１０月から１２月） 

・戸別募金(各世帯) 

・大口・法人募金(企業、事業所、個人) 

・職域募金 

・街頭募金(イベント、募金箱設置) 

・カプセル玩具販売機「ガチャガチャ」募金 

・学校募金(町内小中高校)等 

・「赤い羽根共同募金だより」の発行（３月） 

④災害支援募金活動の実施（随時） 

 

 



（５）情報提供の推進 

社協だより、ホームページ等において積極的に情報提供等を行い、社会福祉法人 

としての説明責任を果たしていきます。 

 

（６）情報公開制度の推進 

   情報公開規程に基づき情報公開の推進を図っていきます。 

  ①「社協だより」の発行【再掲】 

  ②ホームページによる情報提供の充実 

  

（７）苦情解決への取り組み 

   福祉サービス利用者をはじめ地域住民からの苦情に対して、苦情解決責任者、第

三者委員等において、適切な対応を図ることにより、福祉サービスの質の向上を

図ります。 

 

（８）施設管理 

   門川町総合福祉センターの指定管理者（H.31～R.5 年度）として、「住民サービ

スの向上」「財政コストの削減」等適正・効率的な管理運営に努めていきます。 

また、次期指定管理者指定に向けての準備を進めていきます。 

 

（９）労務管理 

  ①社会保険労務士との委託契約により適正な労務管理に努めます。 

  ②働き方改革の取り組みを行い、働きがいのある職場づくりに努めていきます。 

  ③労働契約法に基づき、対象職員を無期契約雇用とし安心して働ける環境を作り

ます。 

  ④全職員を対象にストレスチェックを実施し、高ストレスと判断された職員につ

いては希望により産業医の面接指導を実施します。また、健康診断等による職員

の健康状態の管理を行います。 

  ⑤職員自己申告、個別面談を通じ現状を把握することで、業務改善につなげていき 

ます。 

  ⑥新型コロナウイルスをはじめ感染症防止対策を引き続き行います。 

  ⑦改正道路交通法施行規則(R.4.4.1)に基づく職員のアルコールチェック等労務 

管理の徹底に努めます。 

  ⑧職員の意見を反映しながら、福利厚生の充実を図ります。 

 

（10）福祉人材育成 

 福祉に関心のある児童・生徒、及び福祉職を目指す実習生等を積極的に受け入れ、

福祉人材を育成します。 

  



【注釈】 

〔 ＩＣＴ 〕 

Information and Communication Technologyの略。情報通信技術。 

情報処理や通信に関する技術・産業・設備・サービスなどを総合的に指す用語です。 

 

〔 Ｚｏｏｍ 〕 

ビデオ会議システムの 1つで、パソコンやスマートフォン、タブレットなどのデバイ

スを使用して、オンラインでセミナーや会議を開催するために開発されたアプリケーシ

ョンです。テレビ会議と言われることもあります。 

 

〔 ＢＣＰ 〕 

Business Continuity Planの略。業務継続計画。 

企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資

産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とする

ために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取

り決めておく計画のことです。 

 

〔 重層的支援体制整備事業 〕 

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するた

め、市町村において属性を問わない 1.相談支援、2.参加支援、3.地域づくりに向けた支

援を一体的に実施する重層的支援体制整備事業が創設された改正社会福祉法が令和 3年

（2021年）4月 1日から施行されました。 

当事業は、地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制を構築するための一手法と

なる事業であり、宮崎県内においても、地域の実情や特色等を活かした取組が開始され

ております。 

 


